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２．歳出支出済額及び財源内訳
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事務事業名 予防事業費 担
当
課

部課名 消防局予防課

細目 003 説明

未定 年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

火災等による被害の軽減を図るため，火災予防広報活動により市民の防火意識の高揚を図るとともに，法令に基づく事
務事業を実施する。

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度

01 課等の長 簗瀬　欣二 電話 8122

委託等内容 火災予防キャンペーン会場設営等
■ 負 担 金 一般財団法人消防試験研究センター

根拠法令等 法律等 消防法等

事業実施内容

火災予防キャンペーンの実施
市内小・中学校防火ポスターコンクールの実施
火災原因調査に関する業務
危険物規制事務,立入検査,その他危険物に関する業務

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 株式会社セブンサービス

対象 １．個人 市民 433,060 人

千円 負担金 18　千円 家庭防火推進員傷害保険等
その他 182　千円 予防技術検定受検等

1,485　千円 消耗品費，住宅火災防止用パンフレット作成等

委託料 1,049　千円
防火キャンペーン会場設営，危険物データマイクロフィ
ルム化費等

3,079 報償費 345　千円 市内小・中学校防火ポスターコンクール等参加賞等

□

R元年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容
需用費

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 5.50

3,079　千円 正規職員等 5.50
3,079 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

使用料・手数料

支
出

37,532 28,696 69,363 55,074

35,944 31,135 60,650 56,532

一般財源 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財
源
内
訳

R元年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 令和元年度

歳
　
　
　
出

0

人件費合計（①＋②＋③） 33,760 29,000 57,817 53,453

事業費（支出済額－②報酬合計） 2,184 2,135 2,833 3,079

償還金利子 0 0 0

1,906 1,343 2,815 3,177

1,588 -2,439 8,713 -1,458

55,002 50,276

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

①職員給与合計（常勤） 31,854 27,657

③退職金相当額

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,588 -2,439 8,713 -1,458

0

429,317 127.17 433,060市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 88.29 425,105 67.12 427,501 161.57
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

単位
0

単位
0

単位

単位
108

単位
成
果
実
績

指
標
名

火災件数

目
標

0
単位

0

436,418.60 345,734.94 806,546.51 509,944.44
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

件 件 件 件

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

火災件数は年により変動があり，事業の効果にかかわらず，様々な要因で増減す
ることがある。

件 件 件 件

実
績

86
単位

83
単位

86

評
価

火災件数は増加したものの，火災予防運動や広報活動をとおして市民の防火意識向上に寄与しており，市民の生命，身体及び
財産を火災から保護することなどの効果を発揮している。

今
後
の
方
針

　現状維持
継続した広報活動を実施していくことで，市民の火災予防に関する意識を向上させていき，住宅用火災警報器の設置率の増加
や火災の減少を目指す。また，事業所への訓練や安全指導により，火災や危険物流出事故の減少につなげる。
職員の火災調査の技術や知識を向上させ，火災の原因を特定することで，より効果的な火災予防広報につなげていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和元年度末時

点の課題

住宅用火災警報器の設置については，様々な広報媒体を活用して普及促進に努めているが，普及率はほぼ横
ばいである。また，火災件数が増加しているため，減少に向けた対策をとる必要がある。

(2)
(1)解決のための

今後の取組

従来の予防広報に加え，住宅用火災警報器の未設置者がどういった背景を持つ人達であるかを分析していくこ
とで，より効果的な広報を模索し，実践していく。また，火災及び危険物流出事故をさらに減少させるため，事業
所への訓練や安全対策指導等を機会あるごとに実施していく。

3 防火ポスターコンクールに関すること 無 無 1 3

2 文化財防火デーに関すること 無 無 1 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

1 火災予防キャンペーンに関すること 無 無 1 1

6
神奈川県消防長会湘南地区予防部会に関す
ること 無 無 1 1

5 神奈川県危険物安全協会連合会に関すること 無 無 1 1

4 地域防火安全対策推進事業に関すること 無 無 2 2

9 情報公開に関すること 無 無 3 3

8 予防技術資格者に関すること 無 無 1

7
藤沢市雑居ビル防火安全対策連絡協議会に
関すること 無 無 1 1

15
防火・防災管理講習・防火防災管理再講習に
関すること 無 無 3 2

14 住宅防火診断に関すること 無 無 1 3

無 3 3

13 住宅用火災警報器設置推進に関すること 無 無 1

12 ホームページに関すること 無

11 火災予防等に係る広報及び広聴に関すること 無 有 1 1

10 公金等の取扱いに関すること 無 無 1 3
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８．部長確認欄

1 - 2

18 火災の原因等の調査に関すること 無 無 3 3

17
危険物取扱者試験受験準備講習会に関するこ
と 無 無 3 3

16 危険物取扱者保安講習に関すること 無 無 3 2

21 家庭防火推進員に関すること 無 無 1 1

20 署の火災調査の調整に関すること 無 無 1 1

19 火災統計報告に関すること 無 無 1 1

24 危険物施設の防火査察に関すること 無 無 1 1

23
消防訓練に関すること（屋内消火栓操法・ポン
プ操法等）

無 無 1 1

22
藤沢市防火協力会に関すること　（給油所・工
場・商業ビル・自動車整備） 無 有 3 3

27 違反処理に関すること 無 無 1

26 危険物統計に関すること 無 無 1 1

25 危険物施設台帳の管理に関すること 無 無 1 1

30 危険物に関する手数料の収納に関すること 無 無 1 1

29
危険物に関する許可，認可，承認及び検査に
関すること 無 無 1 1

28 届出等の受理及び検査に関すること 無 無 1 1

33
液化石油ガス保安の確保及び適正化に関する
法律の規定による権限行使に関すること 無 無 1

32
電気用品安全法の規定による権限行使に関す
ること

無 無 1

31 ガス事業法の規定による権限行使に関すること 無 無 1

34
液化石油ガス貯蔵施設等の設置等の許可に係
る意見に関すること 無 無 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2020/8/24
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